資料１－人事院の2014春季要求に対する回答
人事院事務総長回答
２０１４年３月２７日
１．賃金等の改善について
○　国家公務員の給与について、人事院としては、労働基本権制約の代償措置としての勧告制度の意義及び役割を踏まえ、情勢適応の原則に基づき、国家公務員の給与と民間企業の給与の実態を精緻に調査した上で、その精確な比較を行い、必要な勧告を行うことを基本に臨むこととしている。
○　職種別民間給与実態調査については、例年どおり、５月から実施する方向で検討している。
○　一時金については、民間の支給水準等の精確な把握を行い、適切に対処して参りたい。
○　諸手当については、民間の状況、官民較差の状況等を踏まえながら対応して参りたい。
○　給与制度の総合的見直しについては、地域間・世代間の給与配分の見直し等の諸課題に対応する必要があると考えており、職員団体を始め、関係者とも意見交換を行いながら内容を詰めていきたいと考えている。
２．労働時間の短縮等について
○　超過勤務の縮減については、管理職員による厳正な勤務時間管理を徹底するとともに、業務の改善・効率化などの取組を推進することが重要であると考えている。
　人事院としては、今後とも各府省と連携しながら、更なる超過勤務の縮減に取り組んで参りたい。
○　職員の休暇、休業等については、これまで民間の普及状況等をみながら、改善を行ってきたところであり、皆さんの意見も聞きながら引き続き必要な検討を行って参りたい。
○　育児や介護のための両立支援については、昨秋、民間企業における育児、介護を含めた労働時間の短縮制度についての調査や職員に対する「介護のための両立支援制度の利用実態アンケート調査」等を実施したところであり、今後は、これらの調査の結果や各府省、職員団体の意見も踏まえ、引き続き、必要な検討を進めて参りたい。
３．人事評価の活用について
　人事評価は、職員の能力・実績等を的確に把握し、人事管理の基礎とするものであり、その結果を任用や給与の決定などに活用することとされている。
　人事院としては、人事評価の評価結果の活用が各府省において適正に実施されるよう、今後とも必要な指導等を行って参りたい。
４．非常勤職員の処遇改善について
　非常勤職員の給与については、平成20年８月発出の指針に沿った運用が、各府省において適正かつ円滑に図られるよう、引き続き取り組んで参りたい。
　また、非常勤職員の休暇等については、従来より民間の状況等を考慮し、措置してきたところであり、今後ともこうした考え方を基本に必要な検討を行って参りたいと考えている。
５．高齢期雇用等について
　昨年３月に閣議決定された「国家公務員の雇用と年金の接続について」において、定年延長ではなく希望者を再任用することとしたことは、雇用と年金の接続を図るための当面の措置として、やむを得ないものと考えているが、年金の支給開始年齢が62歳に引き上げられる平成28年度までには、平成26年度からの再任用の運用状況を随時検証しつつ、平成23年に人事院が行った意見の申出による段階的な定年の引上げを踏まえ、再検討がなされる必要があるものと考えている。
　また、再任用職員の俸給水準や手当の見直しについては、平成26年の「職種別民間給与実態調査」において、公的年金が全く支給されない再雇用者の給与の具体的な実態を把握した上で、本年４月以降の公務の再任用職員の職務や働き方等の人事運用の実態等を踏まえつつ、必要な検討を進めることとしたい。
６．男女平等、共同参画について
　公務における男女共同参画の推進については、政府全体として積極的に取り組むべき重要な課題とされ、各府省においては、人事院が策定した「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」に基づき、平成27年度までの目標を設定し、取組を進めてきているところ。各府省における取組が実効性のあるものとなるよう、人事院としては、各府省の取組をフォローアップしつつ、今後、一層の女性職員の登用の促進を図るため、女性職員を対象とした管理能力向上のための研修の拡充等の新たな取組を進め、引き続き、人事院としての役割を果たして参りたい。
　なお、男性職員の育児参加の促進については、昨秋、育児休業を取得しなかった男性職員を対象に「育児休業取得に関するアンケート調査」を実施したところであり、その結果も踏まえ、男性職員の育児休業取得促進のために今後行うべき環境整備の内容等について各府省に助言・指導を行うなど、男性職員の育児休業取得率の向上等を推進して参りたい。
７．健康・安全確保等について
　心の健康づくりをはじめとする健康安全対策については、各職場において推進すべき重要な事項であるとの立場から、これまでも積極的に取り組んできたところである。特に、心の健康づくり対策については、平成25年度から、いきいきとした職場を実現し、職員のメンタルヘルスの向上を図る「心の健康づくりのための職場環境改善」の取組を開始し、各府省に取組への参加を働きかけているところ。今後も、引き続き、改善効果のPRや研修等を通して参加府省の拡大に努めて行きたいと考えている。
　また、セクハラ、パワハラ等についても、引き続き、その防止のための施策等について検討を行って参りたい。
　人事院としては、引き続き、各府省と連携しつつ、これらの健康安全対策の推進に努めて参りたい。
